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１ ２１あおもり産業総合支援センターにおける
令和７年度価格転嫁支援の取組

〇価格転嫁支援の取組を一層の強化するため、令和５年度によろず支援拠点に「価格
転嫁サポート窓口」を設置し、コーディネーターによる相談支援を実施。

〇今年度から「価格転嫁支援アドバイザー」を配置し、価格転嫁を起点とする収益力
向上に向けた伴走支援などプッシュ型による相談対応を実施。
〇また、価格転嫁に必要な基礎知識、原価の把握や価格交渉に必要なノウハウの習得
を支援するための「価格転嫁実践塾」を開催。

（１）「価格転嫁サポート窓口」（国よろず支援拠点事業）

（２）「価格転嫁支援アドバイザー」（県委託事業）

（３）「価格転嫁実践塾」（県委託事業）
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（参考）価格転嫁支援アドバイザー（県委託事業）
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「価格転嫁支援アドバイザー」は、原価管理や原価計算の手法、適正な価格設定や価格交渉の
ノウハウ等について伴走支援を行っていますので、お気軽にご相談ください。

価格転嫁支援
アドバイザー

八木清之氏
・中小企業診断士
・二級知的財産管理技能士

山田貴弘氏
・中小企業診断士
・ｼﾆｱ ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【お問い合わせ先】
２１あおもり産業総合支援センター
総合支援課 価格転嫁支援担当
０１７－７７７－４０６６



２－１ 価格転嫁支援アドバイザーの活動状況
（令和８年２月末時点）
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業種
主な取引形態

合計 割合
BtoB BtoC

製造業 62 56 118 52.7％

建設業 26 4 30 13.4％

飲食業 0 25 25 11.2％

小売業 0 17 17 7.6％

その他の
サービス業

5 7 12 5.4％

卸売業 5 4 9 4.0％

運輸業 5 0 5 2.2％

宿泊業 0 4 4 1.8％

その他 2 2 4 1.7％

合計 105 119 224 100.0％

支援内容別件数（延べ件数）業種及び取引形態別支援件数（延べ件数）

支援内容 合計 割合

価格転嫁支援ニーズの
掘り起こし

111 22.8％

現状把握及び分析等に
係る支援

130 26.7％

データ収集及び原価計
算等に係る支援

65 13.4％

価格設定及び見積書作
成等に係る支援

65 13.4％

価格交渉に係る支援 35 7.2％

その他、収益力の向上
に向けた支援等

80 16.5％

合 計 486 100.0％



２－２ 価格転嫁支援アドバイザーの支援内容割合
（月毎・延べ件数）
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その他、収益力の向上に向けた支援等

価格転嫁ニーズの掘り起こし

現状把握及び分析等

価格設定及び見積書作成等

データ収集及び原価計算等

価格交渉



３ 令和７年度価格転嫁実践塾
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「価格転嫁実践塾」は、企業における価格転嫁の実現と収益力向上に向けて、自社の価格戦
略を数字と根拠を持って説明・実行できることを目指し、より実戦的な内容で、業種や取引形
態に応じた３コースを設定し、各コース３回開催。

価格転嫁実践塾（各コース３回）
BtoB（製造業） BtoB（非製造業） BtoC（非製造業）

第１回
基礎編

• 価格転嫁の必要な背景と現状
• 価格転嫁に関する基本的な考え方
• 価格転嫁に対する抵抗感の払拭

第２回
準備編

• 見積や価格設定、対象商品の絞り込みなど価格転嫁への具体的準備

• 見積価格の根拠と
なる構成原価と工
数稼働率の把握な
ど

• サービス単位当た
りの採算の把握、
値決めの根拠を探
る

• 商品、メニュー単
位での粗利率の把
握を通じて売価の
見直しや構成変更
を考える

第３回
交渉編

• 取引先との交渉や、値上げの際の注意点など、価格転嫁の伝え方

• 合理的な価格転嫁
に関する提案や対
応方法

• サービスの範囲明
示による論理的な
価格交渉

• 顧客離反リスクを
抑えた値上の考え
方と伝える工夫

実践塾参加事業者からは、企業内における更なる講習会の開催要望があった。
こういった要望を受け、令和８年度は、希望する事業者、団体等に対し、
価格転嫁支援アドバイザーの出張訪問による「出前講座」を実施予定。



４ 価格転嫁支援アドバイザーの支援事例
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ポイント結果・途中経過支援内容相談背景
ヒアリング状況相談企業№

●BtoBであるが、消費者
価格に制約される構造

●価格転嫁を単独で進めず、
経営改善と一体で実施

●ABC分析、原価の見える
化、現場改善を踏まえた
交渉

●全面改定ではなく、対象
製品を絞った段階的対応

●手間のかかる通年の主力
商品を中心に、概ね10％
程度の卸価格改定を実現

●営業利益率は段階的に改
善

●一方、冬場の主力商品に
ついては、価格感度を考
慮し、現在も検討（後押
しを継続中）

●ABC分析により売
れ筋・主力商品を
可視化

●簡易的な原価管理
表を作成し、主要
品目の概算原価を
整理

●現場改善と並行し
て、手間のかかる
製品を中心に卸価
格の見直しを検討

●卸価格が据え置かれ、
収益性が悪化（消費者
価格への影響を懸念し、
価格改定に踏み切れな
い状況が続いていた）

●商品別の採算性は感覚
的な判断にとどまり、
製造原価を算出してい
たが、10年以上未更新
（実態と乖離）

主に地域スーパー
向けの卸販売であ
るが、最終消費者
の価格感度を強く
意識せざるを得な
い疑似BtoC型の
価格構造
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●顧客離れの恐れすぎを払
拭するための具体的なシ
ミュレーション実施

●定期的な新メニュー開発
の必要性理解と仕組み作
り

●次年度の最低賃金を見据
えた値上げを実施。顧客
も概ね受入

●今後も定期的な価格転嫁
検討ができるよう、毎月
の損益を把握できるよう
集計・管理をエクセル
シートにて実施

●定期的な新メニュー、商
品開発の仕組みや準備を
スケジューリング実施

●FLコスト（食材費
や人件費）など管
理会計上の指標や
把握方法を助言

●価格転嫁後の利益
確保をシミュレー
ション実施し、自
信をもって目標設
定

●定期的なメニュー
開発方法や、情報
発信方法に関して
アドバイス

●数年に一回程度値上げ
を行ってきたが、食材
費用、人件費等が高騰
し、収益構造悪化

●コロナ後の生活様式の
変化もあり、業績は回
復しきれておらず、自
動化などの作業効率改
善が進んでいない

競合店も多く、原
材料、人件費の高
騰、コロナの影響
による生活様式変
容に対応しきれて
いない

２


	スライド 0
	スライド 1: （参考）価格転嫁支援アドバイザー（県委託事業）
	スライド 2: ２－１　価格転嫁支援アドバイザーの活動状況 　　　　（令和８年２月末時点）
	スライド 3: ２－２　価格転嫁支援アドバイザーの支援内容割合 　　　 （月毎・延べ件数）
	スライド 4: ３　令和７年度価格転嫁実践塾

